
1 7 年 国 調人

口
1 2 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

1 9 . 3 . 3 1
1 8 . 3 . 3 1
増  減  率

92,854 人
人
％

94,326
-1.6

94,690 人
人95,204

-0.5 ％

１７ 年 国 調区 　 分

2,494

5.5
第 １ 次

第 ２ 次
18,386

40.4

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

１２ 年 国 調

5.8

2,717

20,017

43.0

第 ３ 次
24,114

52.9

23,728

51.0
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

13,337,765

50,663 0.1

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

420.09

221

50,663 0.2
41,522 0.1

都 道 府 県 名

38

愛 媛 県

団 体 名

2132

四国中央市

市 町 村 類 型 Ⅱ－０

地方交付税種地 1 - 4

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

自動車取得税交付金

軽 油 引 取 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

14,304,547 40.6 14,304,547 68.3
1,109,276 3.2 1,109,276 5.3

41,522 0.2
36,799 0.1

942,936 2.7 942,936 4.5
17,873 0.1 17,873 0.1

- - - -
170,104 0.5 170,104 0.8

- - - -
391,201 1.1 391,201 1.9

4,906,870 13.9 3,755,701 17.9
3,755,701 10.7 3,755,701 17.9
1,151,169 3.3 - -
21,971,791 62.4 20,820,622 99.4

19,309 0.1 19,309 0.1
213,660 0.6 48 0.0
927,417 2.6 51,447 0.2
63,480 0.2 6,223 0.0

2,348,492 6.7 - -
- - - -

1,844,793 5.2 - -
68,187 0.2 16,174 0.1
16,691 0.0 - -

1,075,368 3.1 - -
884,018 2.5 - -
737,407 2.1 36,652 0.2

5,023,300 14.3 - -

35,193,913 100.0 20,950,475 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法定外普通税

旧 法 に よ る 税

14,304,122

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水利地益税等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

14,304,122 100.0 238,108

100.0 238,108
5,263,864 36.8 238,108
129,110 0.9 -

3,437,440 24.0 -

-

237,384 1.7

-

-
1,459,930

-

10.2 238,108

-

8,261,955 57.8

-

8,124,091 56.8

-

192,906 1.3
585,397 4.1

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

425 0.0

425 0.0
425 0.0 -
- - -
- - -

238,108

指 定 団 体 等

新 産

工 特

低 開 発

産 炭

山 振
36,799

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現在高

財 政 再 建
指数表選定

財 源 超 過

○

×

×

×

○
0.2

○

２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

×

×

×

×

-

×

×

×

区 　 　 　 　 分 平成 1 8年度 (千円 ) 平成 1 7年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

35,193,913 36,334,670
34,576,227 35,450,652

617,686 884,018
251,470 329,060
366,216 554,958
-188,742 -594,711
139,884 683,487

- -
880,000 420,000
-928,858 -331,224

平成１８年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員
消 防 職 員
臨 時 職 員

合 計

787 2,534,190 3,220
20 60,180 3,009
33 115,530 3,501
140 466,820 3,334
- - -

960 3,116,540 3,246

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

×

×

○

×

○

×

×

し 尿 処 理 ×

ご み 処 理 ×

火 葬 場 ×

×常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 17.04.01 8,550

副市区町村長 2 19.04.01 6,300

収 入 役 - - -

教 育 長 1 17.04.01 5,553

議 会 議 長 1 17.04.01 4,404

議 会 副 議 長 1 17.04.01 3,628

議 会 議 員 28 16.04.01 3,410

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 8,309,517 24.0 7,706,522 7,174,866 32.5
う ち 職 員 給 5,729,994 16.6 5,214,425 - -

扶 助 費 3,692,729 10.7 1,493,415 1,489,156 6.7
公 債 費 5,878,208 17.0 5,584,743 5,584,742 25.3

元 利 償 還 金 5,878,208 17.0 5,584,743 5,584,742 25.3
一時借入金利子 - - - - -

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

17,880,454 51.7 14,784,680 14,248,764 64.5
4,023,402 11.6 3,516,259 3,363,653 15.2

維 持 補 修 費 248,147 0.7 159,808 155,887 0.7
補 助 費 等 1,574,316 4.6 1,289,764 676,834 3.1

うち一部事務組合負担金 36,796 0.1 36,796 29,546 0.1
繰 出 金 3,763,355 10.9 3,450,851 2,864,221 13.0
積 立 金 463,018 1.3 448,006 - -
投資・出資金・貸付金 249,500 0.7 - - -
前年度繰上充用金 - - -

6,374,035 18.4投 資 的 経 費 1,216,725
163,673 0.5う ち 人 件 費 132,757

6,091,551 17.6普通建設事業費 1,198,849

う ち
4.1{ 3,926,482 11.4 1,109,065

災害復旧事業費

1,410,427 74,623

282,484 0.8 17,876
-失業対策事業費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

34,576,227 100.0 24,866,093

内
訳

経常経費充当一般財源等計
21,309,359 千 円

経  常  収  支  比  率
96.4 ％ ％101.7

(減税補てん債及び 
 臨時財政対策債除く)

平成17年度 (千円)

25,483,779

15,522,321

うち減税補てん債

議 会 費

区  分 決 算 額 (Ａ)

270,013

構成比

0.8

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

270,013
総 務 費 4,291,348 12.4 523,020 3,574,676
民 生 費 8,865,883 25.6 430,521 5,658,614

2,660,153衛 生 費 7.7 183,555 2,373,912
労 働 費 71,107 0.2 - 6,107
農 林 水 産 業 費 769,507 2.2 282,640 631,238
商 工 費 769,178 2.2 8,543 444,142
土 木 費 4,684,722 13.5 2,779,886 2,187,102
消 防 費 1,471,324 4.3 55,772 1,381,076
教 育 費 4,562,281 13.2 1,827,614 2,736,575
災 害 復 旧 費 282,484 0.8 - 17,876
公 債 費 5,878,227 17.0 - 5,584,762
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

17,520,457

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 34,576,227 100.0 6,091,551 24,866,093

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計

下 水 道

上 水 道

工 業 用 水 道

介護サービス

国民健康保険

そ の 他

4,345,310
1,045,000
381,955

142,207
729,191

200,000

1,846,957

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 -113,016
再 差 引 収 支 -208,454
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 18,179
被 保 険 者 数 ( 人 ) 33,036

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 80
国 庫 支 出 金 74
保 険 給 付 費 188

区　　　分 平成18年度 (千円)

20,944,039

基準財政収入額 13,050,825
基準財政需要額 15,527,140
標準税収入額等 17,010,849
標 準 財 政 規 模 20,766,550
財 政 力 指 数 0.84
実質収支比率 1.8
経常一般財源等比率 100.9
公債費負担比率 21.9
公 債 費 比 率 21.4

起債制限比率 16.5

積立金 財  調 906,198
減  債 400,883
特定目的 228,097

地 方 債 現 在 高 52,012,673
うち政府資金 27,893,672(

支
出
予
定
額)

物 件等購入 37,000
保証・補償 -
そ  の  他 2,031,076
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 200,000
徴
収
率

現
年計

98.8 94.4
98.6 94.9
98.8 93.8

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)
(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

補 助
単 独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

0.81

債
務
負
担
行
為
額

10

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

140,100 0.4 - -
1,011,700 2.9 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

-

-

-法定外目的税

14,304,547

- -

100.0

2.6
98.6
20.9
21.1
19.6
15.9

1,646,314
100,763
266,654

51,722,865
29,235,447

の 指 定 状 況

20.2実質公債費比率(％)

1,885,600
-

2,238,633
-
-

200,000
98.8 93.8
99.0 94.5
98.6 93.0


